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共通事項
 1． 概要
1.1  地区防災計画とは
従来、防災計画としては国レベルの総合的かつ長期的な計画である防災基本計画と、地方レベルの都道府県及び市町村の地域防災計画を定め、それぞれのレベルで防災活動を実施してきました。
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しかし、東日本大震災において、自助、共助及び公助がうまくかみあわないと大規模広域災害後の災害対策がうまく働かないことが強く認識されました。
その教訓を踏まえて、平成25年の災害対策基本法では、自助及び共助に関する規定が追加されました。その際、地域コミュニティにおける共助による防災活動の推進の観点から、市町村内の一定の地区の居住者及び事業者（地区居住者等）が行う自発的な防災活動に関する「地区防災計画制度」が新たに創設されました（平成26年４月１日施行）
1.2  自助共助の重要性
東日本大震災では、地震・津波によって市町村の行政機能が麻痺してしまい、地域住民自身による自助、地域コミュニティにおける共助が避難所運営等において重要な役割を果たしました。
東日本大震災での経験を踏まえ、今後、発生が危惧されている首都直下地震、南海トラフ地震等の大規模広域災害に備え、自助・共助の役割の重要性が高まっています。
≪国民が重点を置くべきだと考えている防災政策≫　（内閣府「防災に関する世論調査」より）
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1.3  地域コミュニティ主体のボトムアップ型の計画
地区防災計画は、地区居住者等により自発的に行われる防災活動に関する計画であり、地区居住者等の意向が強く反映されるボトムアップ型の計画です。また、地区居住者等による計画提案制度が採用されていることもボトムアップ型の一つの要素です。
1.4  地区の特性に応じた計画
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地区防災計画は、都市部のような人口密集地、郊外、海側、山側、豪雪地帯、島嶼部等あらゆる地区を対象にしており、各地区の特性（自然特性・社会特性）や想定される災害等に応じて、多様な形態をとることができるように設計されており、計画の作成主体、防災活動の主体、防災活動の対象である地域コミュニティ（地区）の範囲、計画の内容等は地区の特性に応じて、自由に決めることができます。
1.5  継続的に地域防災力を向上させる計画
地区防災計画については、単に計画を作成するだけでなく、計画に基づく防災活動を実践し、その活動が形骸化しないように評価や見直しを行い、継続することが重要です。
1.6  地域防災計画の目的
地区防災計画を作成する目的（基本方針）は、地域防災力を高めて、地域コミュニティを維持・活性化することにあります。
そのためには、地域コミュニティのメンバーが協力して防災活動体制を構築し、自助・共助・公助の役割分担を意識しつつ、平常時に地域コミュニティを維持・活性化させるための活動、地域で大切なことや災害時にその大切なことを妨げる原因等について整理し、「災害時に、誰が、何を、どれだけ、どのようにすべきか」等について地区防災計画に規定することが重要になります。

 2． 本マニュアルの使い方
本マニュアルは、地区防災計画を作成する主体者である地区居住者等が、防災・減災に関する現状把握から対策の立案、実践計画の作成から実行に到る過程を「テンプレート」を埋めて行く作業を中心に支援するものです。
地区防災計画が目標とするのは、地区が主体となった「減災」です。減災は、災害の被害を少しでもゼロに近づけようと努力することです。
地域防災計画に基づいた町による「公助」が機能し始めるまでには時間がかかることから、町民一人ひとりによる「自助」や地域住民が相互に助け合う「共助」を加えて、町レベルの対策に「地区レベルの対策」を足し合わせることにで、地域に密着し、地域が主導する形の防災・減災対策が強化されていきます。
資料引用：内閣府
 3． 地区防災計画作成の流れ







3.1  地区の危険を知る
1 門川町全体の被害想定を、ハザードマップや防災マップ等で確認する。
2 門川町のハザードマップや防災マップから地区を切り出し、地区の防災マップを作る。
3 防災マップで、学校、病院、福祉施設、消防、警察等の主だった施設の他、避難場所、津波避難ビル、消火栓、防火水槽の場所等を確認し、追加する施設等を書き込む。
4 「災害の危険が迫っていることを知ること」や「危険な場所から避難すること」が困難な人がどこにいるかを防災マップに記入する。
3.2  今、災害が発生した場合の被害予測と対策を考える
3.2.1  被害予測
1 浸水や土砂災害の危険がある範囲の住民の避難行動を予測する。
2 地震が発生した場合に危険な建物や橋を考え、どのような被害を受けるかを予測する。
3 平日・日中に危険が迫った場合（豪雨災害）、又は災害が起こった場合（豪雨災害、震災）に、地区の住民がとる行動を予測する。
4 休日・夜間についても、同様に予測する。
5 ライフライン、通信、流通が途絶した状況での日常生活の変化と健康への影響について、避難所に避難した場合と自宅にとどまる場合で予測する。
3.2.2  対策
1 耐震補強や家具の固定等、個人単位のハード的な事前対策を考える。
2 橋の補強や避難路の整備、津波避難ビルの標識設置等、地区単位のハード的な事前対策を考える。
3 逃げ遅れる人を無くすため、避難したことを点呼等で確認する方法や、そのための普段の声掛けや交流を考える。
4 町の支援（公助）を受けるための連絡方法を通信が使える場合と使えない場合で考える。
5 避難所又は自宅滞在の地区住民が、生活基盤が復旧するまでの間、健康を害することなく過ごす対策を、時系列に沿って考える。
6 考えた対策を地区全体で実行するための防災組織と組織の運営について考える。
3.3  対策の優先を考え、実践計画を立てる
1 以下の事項を考え、対策の優先を判断する。
1) 早期に対策を講じないことによる影響はどの程度大きいか。
2) 対象範囲は、個人、地区内の特定範囲、地区全体、町全体のどこまでに及ぶか。
3) 対策の着手からどのくらいの期間を要すると想定されるか。
2 対策に着手してから実践されるまでに行う内容を洗い出し、実現の目標時期を設定して実践計画を立てる。
3.4  考えた対策を地区防災計画にまとめる
3.4.1  予測した被害に対する対策を、以下の視点で整理する。
1 耐震補強や避難路の整備等、ハード的な対策
2 普段の準備や防災組織等、災害が発生する前の行動計画
3 台風の接近や大雨等、災害の危険が迫っているときの行動計画
4 地震発生直後の津波避難等、災害が発生した直後の行動計画
5 避難場所への移動等、発災直後の身の安全が図れた後の行動計画
6 避難所や自宅での生活と健康維持に関する対策
3.4.2  整理した結果から以下のような地区防災計画の章立て構成を決め、本編を作成する。
1 予防対策：地区の危険箇所の把握と普段の取組
2 警戒対策：危険が迫っている状況での行動計画
3 応急対策：災害が発生した直後から健康を害さない場所へ移動するまでの行動計画
4 待機対策：生活基盤が復旧するまでの間、健康を害さず、生活環境を維持するための行動計画
3.5  地区防災計画を訓練で検証する
1 予防対策：まちあるきによる危険箇所の把握など。
2 警戒対策：過去の水害に関する警報発表や降雨データ・水位データの推移から、情報の読み取り方を再現するなど。
3 応急対策：河川氾濫や土砂災害や地震の発生を想定した、身を守る行動、初期消火、安否確認、避難行動を実践する訓練など。
4 待機対策：避難所開設・運営訓練、緊急物資の集積・配給訓練など。

【資料番号について】
このマニュアルでは、門川町地域防災計画の資料編から図表類を引用していますが、その資料番号は同計画に合せています。
 II． 地区防災計画の災害別設定例
 1． 豪雨災害
1.1  地区の危険を知る（地域防災計画から抜粋）
1.1.1  門川町における風水害の概況
町は、台風常襲地帯に位置しており、台風来襲による暴風、豪雨により、毎年、町民は大きな被害を被っている。
域内の気象、地勢、地質等地域特性によって起こる災害を考慮し、次に掲げる規模の災害が、今後県地域に発生することを想定している。
(1)  枕崎台風（風が強く被害の大きかった代表的な台風）
	来襲年月日
最大瞬間風速・風向総降雨量
死傷者
家屋全半壊流出
	昭和20年9月17日
55.4m/s 南南東（宮崎地方気象台）
550.4mm（神門）
565名
33,944戸


(2)  台風12号（降雨量の多い代表的な台風）
	来襲年月日
最大瞬間風速・風向総降雨量
死傷者
家屋全半壊流出
	昭和29年9月13日
38.6m/s 南東（宮崎地方気象台）
1,265.6mm（渡川）
129名
2,430戸


(3)  台風13号（風の強い代表的な台風）
	来襲年月日
最大瞬間風速・風向総降雨量
死傷者
家屋全半壊流出
一部損壊
	平成5年9月2日
57.9m/s 南東（宮崎地方気象台）
404.0mm（えびの）
145名
385戸
33,444戸


(4)  台風19号（近年における降雨量の多い代表的な台風）
	来襲年月日
最大瞬間風速・風向総降雨量
死傷者
家屋全半壊流出
床上浸水
	平成9年9月15日
36.7m/s 南東（宮崎地方気象台）
927.0mm（神門）
12名
13戸
2,486戸


風水害は、集中豪雨や台風等の気象現象を誘因として起きる災害が多い。町における過去の災害事例を見ても例外ではない。風水害では、低地での浸水害や渓流での鉄砲水等による土石流、急傾斜地におけるのり面崩壊、山腹崩壊等が想定される。
1.1.2  浸水・溢水等
宮崎県で指定している重要水防区域及び河川のうち、危険と予想される区域に基づいて、被害が予想される河川及びため池等、水防上重要となる箇所を想定する。また、過去の堤内背後地における浸水害事例や河川の改修状況、あるいは流下能力、地形状況等を考慮して浸水地域を想定する。
1.1.3  予想区域（地形条件等）
主要河川、門川湾沿岸において、護岸やダム、堤防のなかったころは、豪雨の度に洪水を繰りかえし、道路や橋の決潰、民家の浸水・流失、田畑の冠水・埋没等、多くの惨害をおこしてきたことがうかがえる。
災害履歴から、五十鈴川及び鳴子川一帯の平野部では水害に対して、本来、弱い地域であることが想定される。
河川氾濫等の風水害の影響が想定される主な地域は以下の状況である。
(1)  氾濫平野
氾濫平野は、河川が流路を変え、氾濫を繰り返して形成された河成堆積地域である。水害の危険性が高く、標高の低い次の地域では浸水が想定される。
1　 宮ヶ原
2　 東栄町
3　 加草
4　 城屋敷
5　 五十鈴
6　 中須
7　 旭町
8　 本町
9　 中尾
10　 小松
11　 大池
(2)  谷底平野
谷底平野は、河川の沖積作用により山地・丘陵地を開析する低平地部で河川に沿うように分布する。そのため、豪雨時等に洪水氾濫による被害をうけやすく、山麓部では斜面災害が想定される。
(3)  旧河道地域
洪水流は旧河道を流れやすい。また、接合部は河道の掘削による堤防の決壊が想定される。
1　 丸バエ川（河川河口域）
2　 五十鈴川（国道10号五十鈴大橋、旧道五十鈴橋付近）
(4)  河川屈曲、蛇行、合流部
1　 五十鈴川津々良から小園間で蛇行する区域
2　 五十鈴川の河口へ開ける低平地一帯の谷底平野
3　 鳴子川本流と竹名川、中山川の合流する区域
4　 河川、水面に近接する標高が低い地域
(5)  台地、段丘
1　 台地、段丘面の多くは、水害・地震災害等に対して比較的安全なところである。しかし、現河床との比高が小さな箇所では、洪水氾濫時に冠水するおそれがある。
（五十鈴小学校北東部中山神社付近、門川高校南東部上ノ町5丁目付近）
2　 段丘崖では斜面災害の危険性もある。また、これらの台地面の一部にみられる浅い谷では豪雨時に浸水が想定される。（三ヶ瀬川阿仙原地区）
3　 台地縁辺の急崖地における、熔結部と非熔結部の境界部では斜面崩壊が想定される。
（各地区の河川流域谷底平野部境界）
(6)  ため池等水面の下流域
ため池は、水利権の問題があり、事前放流や管理点検において、受益者との調整を要する。
1.2  避難勧告基準
資料編の「避難勧告等の対象区域」を参照。
1.2.1  地区の危険範囲
【テンプレート01】豪雨　※記載例
	危険範囲（住所等）
	危険の種別
	範囲内の主な施設
	想定される被害

	1
	川内
	河川氾濫
土石流
	小松公民館
順正寺
	1 河川氾濫による床下浸水：○棟、床上浸水：○棟
2 土石流による全半壊家屋：○棟、生埋者：○名

	
	
	
	
	


1.3  今、災害が発生した場合の被害予測と対策を考える
1.3.1  被害予測と減災目標
【テンプレート02】豪雨　※記載例
	№
	被害予測
	対策（減災目標）

	1
	1 河川氾濫による床下浸水：○棟、床上浸水：○棟
2 土石流による全半壊家屋：○棟、生埋者：○名
	1 河川氾濫危険情報、土砂災害危険度情報の共有
2 情報収集と、普段からの避難路確認による早期避難で被害者ゼロ
3 浸水家屋の衛生確保


1.3.2  減災目標に向けた対策
【テンプレート03】豪雨　※記載例
	№
	減災目標に対する対策
	対策実行上の課題

	1
	日頃の準備
	1 町のハザードマップに詳細な避難路を書き込み、避難計画を立てる。
2 気象や河川の情報から風水害危険を早期に判断する基準の確認。
	1 避難路の一部が狭隘なため拡幅工事が必要。
2 スロープの一部が急で手すりがない。
3 訓練に参加しない世帯がある。
4 名簿の更新が遅れている。

	2
	災害時の行動
	1 避難計画の実践と住民相互の安否確認。
2 安否未確認者の特定と捜索。
3 安否確認結果を町災害対策本部に連絡。
	1 避難経路の途中に降雨時の危険箇所がある。○○橋、○○水路
2 河川氾濫で広域的に浸水した場合の避難用の救命ボートがない。
3 土石流が発生した場合の捜索に必要な機材類が揃っていない。

	3
	復旧・復興期の活動
	1 下水管路から汚水が流出した場合の消毒を共同して行う。
2 家屋が浸水した場合の消毒と衛生管理を共同して行う。
3 土石流の土砂排除を共同して行う。
	1 土石流が発生した場合の災害廃棄物の置場がない。
2 土砂撤去のための車両や資機材類が不足している。
3 町との担当分けが明確でない。


1.4  対策の優先を考え、実践計画を立てる
【テンプレート04】豪雨　※設定例
	№
	対策（減災目標）
	検討項目

	1
	日頃の準備
1 町のハザードマップに詳細な避難路を書き込み、避難計画を立てる
2 気象や河川の情報から風水害危険を早期に判断する基準の確認
	(1)  影響の大きさ
1 気象庁、県、町からの気象情報や警報の種類が増えているので、解釈がばらばらにならないよう、整理しておく必要がある。特に、特別警報が出された場合の行動については、意識の統一が必要。
2 避難路に危険箇所があるかどうかについて、改めて点検する必要がある。まちあるきを実施して、具体的な危険箇所を写真撮影するなどして、町と情報共有する。
(2)  対策の対象範囲
1 気象警報の整理。
2 避難路中の危険箇所の台帳化。
(3)  対策の実践に要する期間
1 平成27年度中に、気象警報の種類と行動の目安を示した対応表を作成する。
2 平成27年度中に、避難経路と危険箇所を書き込んだハザードマップを作成する。

	
	
	(4)  実践計画（考え方）

1 27年度は資料の作成を中心にする。
2 27年度の結果を持って、28年度以降の計画を立てる。

	2
	災害時の行動
1 避難計画の実践と住民相互の安否確認
2 安否未確認者の特定と捜索
3 安否確認結果を町災害対策本部に連絡
	(5)  影響の大きさ
1 夜間か日中か、夏季か冬季か、降雨中かどうか等の条件によって避難する際の行動が変わってくるので、条件別の留意点等を避難計画にまとめる。
2 風水害の場合、要配慮者に対する安否確認のタイミングが難しい。要配慮者との事前の意識合わせも必要。
3 夏場の気象警報が多発する時期に、何度も空振り覚悟の安否確認を行うのか。要配慮者も支援者も負担が大きい。
(6)  対策の対象範囲
1 風水害危険時の避難実施要領を検討。
2 風水害危険時の要配慮者に対する安否確認手順の見直し。
(7)  対策の実践に要する期間
1 27年度中に避難計画の第1版を作成する。
2 27年度中に避難行動要支援者の安否確認方法を見直す。
3 条件別の避難については、町への相談を含めて28年度以降の継続課題とする。

	
	
	(8)  実践計画（考え方）

1 27年度中はやれることから実施し、住民の意識啓発を図ることを主目的とする。
2 27年度の結果を持って、28年度以降の計画を立てる。

	3
	復旧・復興期の活動
1 下水管路から汚水が流出した場合の消毒を共同して行う
2 家屋が浸水した場合の消毒と衛生管理を共同して行う
3 土石流の土砂排除を共同して行う
	(9)  影響の大きさ
1 河川氾濫後の復旧では、特に夏場の場合、家屋、道路、側溝等からの泥出しとその後の消毒作業が大きく、感染症予防の観点からも、準備事項を詰めておくことが重要。
2 土石流が発生した場合は、大量の土砂排除に重機が必要であり、基本的には町の対応となるが、排除の優先地点については地域の意向にも配慮されるようにする。
(10)  対策の対象範囲
1 河川氾濫後の衛生管理を手順化する。
2 衛生管理に必要な備蓄物資を確認する。
(11)  対策の実践に要する期間
1 平成27年度中に手順化を実施。
2 衛生管理のための備蓄品については28年度以降に検討。

	
	
	(12)  実践計画（考え方）

1 27年度中は情報収集のみ行う。
2 27年度の結果を持って、28年度以降の計画を立てる。


1.5  考えた対策を地区防災計画にまとめる
地区防災計画は段階的に整備していきます。次項以降で地区防災計画に記載すべき事項、地区防災計画で立案した対策を実践する組織体制及び必要な資機材類を列記していますが、これらは一度に整備するのではなく、前項までで整理した事項から「最も優先すること」から始め、徐々に積み重ねることで、無理のない計画になります。
1.5.1  地区防災計画に記載すべき事項の例
(1)  平常時（予防対策）
1 防災訓練、避難訓練（情報収集・共有・伝達訓練を含む）
2 活動体制の整備
3 連絡体制の整備
4 防災マップ作成
5 避難路の確認
6 指定緊急避難場所、指定避難所等の確認
7 要配慮者の保護等地域で大切なことの整理
8 食料等の備蓄
9 救助技術の取得
10 防災教育等の普及啓発活動
(2)  災害時（応急対策）
1 身の安全の確保
2 出火防止、初期消火
3 住民間の助け合い
4 救出及び救助
5 率先避難、避難誘導、避難の支援
6 情報収集・共有・伝達
7 物資の仕分け・炊き出し
8 避難所運営、在宅避難者への支援
(3)  復旧・復興期
1 被災者に対する地域コミュニティ全体での支援
2 行政関係者、学識経験者等が連携し、地域の理解を得て速やかな復旧・復興活動を促進
1.5.2  地区防災計画で立案した対策を実践する組織編制（例）
	№
	班名
	平常時の役割
	災害時の役割

	1
	総務班
	全体調整、要配慮者の把握
	全体調整、被害・避難状況の全体把握

	2
	情報班
	情報の収集・共有・伝達
	情報の収集・共有・伝達（状況把握、報告活動等）

	3
	消火班
	器具点検、防災広報
	初期消火活動

	4
	救出・救護班
	資機材調達・整備
	負傷者等の救出、救護活動

	5
	避難誘導班
	避難路、指定緊急避難場所、指定避難所等の確認
	住民の避難誘導活動

	6
	給食・給水班
	器具点検
	水、食糧等の配分、炊き出し等の燃料確保、給食・給水活動

	7
	連絡調整班
	近隣の他団体との事前調整
	他団体との調整

	8
	物資配分班
	個人備蓄等の啓発活動
	物資配分、物資需要の把握

	9
	清掃班
	ごみ処理対策の検討
	ごみ処理の指示

	10
	衛生班
	仮設トイレの対策検討
	防疫対策、し尿処理

	11
	安全点検班
	危険箇所の巡回・点検
	二次災害軽減のための広報

	12
	防犯・巡回班
	警察との連絡体制の検討
	防犯巡回活動

	13
	応急修繕班
	資機材、技術者との連携検討
	応急修理の支援


1.5.3  地区防災計画で立案した対策の実践に必要な機材類（例）
	№
	目的
	機材類

	1
	情報収集・共有・伝達
	携帯用無線機、MCA無線機、電池メガホン、携帯用ラジオ、腕章、

住宅地図、模造紙、メモ帳、油性マジック　等

	2
	初期消火
	可搬式動力ポンプ、可搬式散水装置、簡易防火水槽、ホース、

スタンドパイプ、格納器具一式、街頭用消火器、防火衣、蔦口、ヘルメット、

水バケツ、防火井戸　等

	3
	水防
	救命ボート、救命胴衣、防水シート、シャベル、ツルハシ、スコップ、ロープ、

かけや、くい、土のう袋、ゴム手袋　等

	4
	救出
	バール、はしご、のこぎり、スコップ、なた、ジャッキ、ペンチ、ハンマー、

ロープ、チェーンソー、エンジンカッター、チェーンブロック、油圧式救援器具、

可搬式ウィンチ、防煙・防塵マスク　等

	5
	救護
	担架、救急箱、テント、毛布、シート、簡易ベット　等


	6
	指定避難所運営等
	リヤカー、発電機、警報器具、携帯用投光器、標識板、標識、強力ライト、

簡易トイレ、寝袋、組立式シャワー　等

	7
	給食・給水
	炊飯装置、鍋、こんろ、ガスボンベ、給水タンク、緊急用ろ水装置、

飲料用水槽　等

	8
	訓練・防災教育
	模擬消火訓練装置、放送機器、119番訓練用装置、組み立て式水槽、

煙霧機、視聴覚機器(ビデオ・映写機等)、住宅用訓練火災警報器　等

	9
	その他
	簡易機材倉庫、ビニールシート、携帯電話機用充電器、除雪機　等


1.6  設定例
	【対象地区】川内　【対象災害】豪雨災害

	Ⅰ　予防対策

1．日頃の準備　※テンプレート【豪雨04】1．

1 町のハザードマップに詳細な避難路を書き込み、避難計画を立てる。
2 気象や河川の情報から風水害危険を早期に判断する基準の確認。
2．予防対策の必要性　※テンプレート【豪雨04】1．(1)
1 気象庁、県、町からの気象情報や警報の種類が増えているので、解釈がばらばらにならないよう、整理しておく必要がある。特に、特別警報が出された場合の行動については、意識の統一が必要。
2 避難路に危険箇所があるかどうかについて、改めて点検する必要がある。まちあるきを実施して、具体的な危険箇所を写真撮影するなどして、町と情報共有する。
3．予防対策の実施項目　※テンプレート【豪雨04】の1．(2)
1 気象警報の整理。
2 避難路中の危険箇所の台帳化。
4．地域防災計画との関係
1 気象警報の種類と避難行動の関係を資料編に整理する。
2 予防編の「防災活動の促進」に川内地区の訓練方法を加える。

	Ⅱ　応急対策

1．全体的な目標　※テンプレート【豪雨04】2．
1 避難計画の実践と住民相互の安否確認。
2 安否未確認者の特定と捜索。
3 安否確認結果を町災害対策本部に連絡。
2．応急対策の必要性　※テンプレート【豪雨04】2．(1)
1 夜間か日中か、夏季か冬季か、降雨中かどうか等の条件によって避難する際の行動が変わってくるので、条件別の留意点等を避難計画にまとめる。
2 風水害の場合、要配慮者に対する安否確認のタイミングが難しい。要配慮者との事前の意識合わせも必要。
3 夏場の気象警報が多発する時期に、何度も空振り覚悟の安否確認を行うのか。要配慮者も支援者も負担が大きい。
3．災害応急対策の実施項目 　※テンプレート【豪雨04】2．(2)
1 風水害危険時の避難実施要領を検討。
2 風水害危険時の要配慮者に対する安否確認手順の見直し。
4．地域防災計画との関係
1 資料編に気象警報と避難行動の対応表を記載する。冠水する可能性が高い道路区間では迂回路を表示する。
別添1：川内の避難経路図
2 資料編の記入票様式に安否確認チェックリストを追加する。


	Ⅲ　復旧・復興対策
1．全体的な目標　※テンプレート【豪雨04】3．
1 下水管路から汚水が流出した場合の消毒を共同して行う。
2 家屋が浸水した場合の消毒と衛生管理を共同して行う。
3 土石流の土砂排除を共同して行う。
2．復旧・復興対策の必要性　※テンプレート【豪雨04】3．(1)
1 河川氾濫後の復旧では、特に夏場の場合、家屋、道路、側溝等からの泥出しとその後の消毒作業が大きく、感染症予防の観点からも、準備事項を詰めておくことが重要。
2 土石流が発生した場合は、大量の土砂排除に重機が必要であり、基本的には町の対応となるが、排除の優先地点については地域の意向にも配慮されるようにする。
3．復旧・復興対策の実施項目　※テンプレート【豪雨04】3．(2)
1 河川氾濫後の衛生管理を手順化する。
2 衛生管理に必要な備蓄物資を確認する。
4．地域防災計画との関係
1 豪雨災害時に避難可能な避難所の位置を確認する。



 2． 日向灘地震
2.1  地区の危険を知る（地域防災計画から抜粋）
2.1.1  門川町の被害想定
日向灘から薩南・南西諸島東方沖にかけての領域を震源とする日向灘地震は、今後30年以内にマグニチュード7.6前後の地震が10%程度、マグニチュード7.1前後では70～80%の確率で発生するとされている。
資料編【1.1.8.1】日向灘地震の想定震源域
	
	マグニチュード7.6前後
	マグニチュード7.1前後

	10年以内の発生確率
	5%程度
	30%～40%

	30年以内の発生確率
	10%程度
	70%～80%

	50年以内の発生確率
	20%程度
	80%～90%

	資料：地震調査研究推進本部「活断層及び海溝型地震の長期評価結果一覧（2013年）」


2.1.2  被害想定の概要
日向灘地震による被害想定は、過去発生した地震等を考慮して、地震の規模を北部、南部ともにマグニチュード7.5として想定する。
資料編【1.1.8.3】日向灘地震の震度分布
資料編【1.1.8.4】日向灘地震の被害想定
日向灘地震は、震源が町から近いことから、揺れによる被害が最も懸念される。特に、日向灘南部地震が発生すると、県央・県南を中心に死者が約880名、全壊する建物が約22,600棟に及ぶと、県は想定している。また、津波の高さは、東南海・南海地震によるものより低くなるが、震源が近いことから、地震発生から短時間（早いところで10分以内、町への到達は最短で16分）で襲来するおそれがある。
2.1.3  地区の危険範囲
【テンプレート01】日向沖地震　※記載例
	危険範囲（住所等）
	危険の種別
	範囲内の主な施設
	想定される被害

	1
	西栄町2丁目
	揺れによる斜面崩壊
	門川中学校
	1 崩壊土砂による全半壊家屋：○棟、生埋者：○名
2 揺れによる倒壊家屋：○棟、生埋者：○名

	2
	
	
	
	


2.2  今、災害が発生した場合の被害予測と対策を考える
2.2.1  被害予測と減災目標
【テンプレート02】日向沖地震　※記載例
	№
	被害予測
	対策（減災目標）

	1
	1 崩壊土砂による全半壊家屋：○棟、生埋者：○名
2 揺れによる倒壊家屋：○棟、生埋者：○名
	1 全半壊家屋からの救出
2 耐震化や家具転倒防止の促進


2.2.2  減災目標に向けた対策
【テンプレート03】日向沖地震　※記載例
	№
	減災目標に対する対策
	対策実行上の課題

	1
	日頃の準備
	1 耐震診断、耐震化にかかるコストの把握と実行（公的助成を含む）
2 救出・救助訓練の実施
3 倒壊家屋からの救助資機材の確保と操作訓練
	1 避難路の一部が狭隘なため拡幅工事が必要
2 スロープの一部が急で手すりがない
3 訓練に参加しない世帯がある
4 名簿の更新が遅れている

	2
	災害時の行動
	1 住民相互の安否確認、家屋被害の簡易被害点検の実施
2 安否未確認者の特定と捜索
3 安否確認結果、家屋被害簡易点検の結果を町災害対策本部に連絡
	1 夜間に地震が発生した場合の照明の確保がない
2 重機が必要な倒壊現場が発生した場合、近くの建設事業者がいない
3 倒壊現場での捜索に必要な機材類が揃っていない

	3
	復旧・復興期の活動
	1 生活道路を復旧し、緊急物資の輸送が受けられる経路を確保する
2 町災害対策本部と連携して、がれき置き場の候補を選定し、災害時の管理方法等を検討する
	1 災害廃棄物の置場がない
2 がれき撤去のための車両や資機材類が不足している
3 町との担当分けが明確でない


2.3  対策の優先を考え、実践計画を立てる
【テンプレート04】日向沖地震　※設定例
	№
	対策（減災目標）
	検討項目

	1
	日頃の準備
1 耐震診断、耐震化にかかるコストの把握と実行（公的助成を含む）
2 救出・救助訓練の実施
3 倒壊家屋からの救助資機材の確保と操作訓練

	(1)  影響の大きさ
1 耐震補強は個人の問題であるが、がれき化した倒壊家屋が道路を塞ぐことの影響が大きいことから、町の協力を得て再度周知徹底を図る。
2 昭和56年以前に建築された家屋については、「既存不適格」である可能性があるので、世帯を特定して補強を促すのではなく、一般的な事項として、町の資料を得ながら、集会等で改めて周知徹底する。
3 救出用機材については町の備蓄状況を確認するにとどめるが、町の備蓄に、操作説明を受けておく必要のある機材が含まれていれば、講習等を開く。
(2)  対策の対象範囲
1 耐震化の促進を周知。
2 救出資機材の操作確認。
(3)  対策の実践に要する期間
1 平成27年度中に、操作確認をしていく必要のある救出機材は確認しておく。

	
	
	(4)  実践計画（考え方）

1 27年度は、住民に対する耐震化の周知までを主目的とする。
2 27年度の結果を持って、28年度以降の計画を立てる。

	2
	災害時の行動
1 住民相互の安否確認、家屋被害の簡易被害点検の実施
2 安否未確認者の特定と捜索
3 安否確認結果、家屋被害簡易点検の結果を町災害対策本部に連絡
	(5)  影響の大きさ
1 二次災害防止の観点から、建物被害の簡易点検はチェックリストとして準備しておくべき。
2 安否未確認者の捜索で全半壊状態の家屋に立ち入ることには危険を伴うため、二次災害防止の観点からも講習を受けておく必要がある。
(6)  対策の対象範囲
1 建物の簡易点検チェックリストの準備。
2 生き埋め者捜索等の講習会企画。
(7)  対策の実践に要する期間
1 平成27年度中にチェックリスト作成（参考事例の入手でも可）。
2 生き埋め者捜索の講習会は情報収集まで。
3 町災害対策本部への連絡は、町の情報収集体制が分からないので28年度以降の継続課題とする。


	
	
	(8)  実践計画（考え方）

1 27年度中はやれることから実施し、住民の意識啓発を図ることを主目的とする。
2 27年度の結果を持って、28年度以降の計画を立てる。

	3
	復旧・復興期の活動
1 生活道路を復旧し、緊急物資の輸送が受けられる経路を確保する
2 町災害対策本部と連携して、がれき置き場の候補を選定し、災害時の管理方法等を検討する
	(9)  影響の大きさ
1 物資の確保は、地震発生後に慌てて対策を考えてもすぐには手が打てないので、町総務課とも相談して、町だけに頼らない準備を考えておかないと、復旧・復興全体が遅れる原因になる。
2 日向灘地震では、物資輸送の迂回路が複数の組合せで確保できる可能性が高いので、町外を含む情報収集が必要。
3 物資の搬送は町災害対策本部だけに頼るのではなく、道路被害の調査に協力できる体制を検討する。
(10)  対策の対象範囲
1 物資調達のための準備項目を洗い出す。
2 町の緊急物資輸送ルートと、物資配給方法を確認する。
(11)  対策の実践に要する期間
1 平成27年度中に実施。
2 町の緊急物資輸送に協力する体制は、すぐには決まらないので28年度以降の継続課題とする。

	
	
	(12)  実践計画（考え方）

1 27年度中は情報収集のみ行う。
2 27年度の結果を持って、28年度以降の計画を立てる。


2.4  考えた対策を地区防災計画にまとめる
地区防災計画は段階的に整備していきます。次項以降で地区防災計画に記載すべき事項、地区防災計画で立案した対策を実践する組織体制及び必要な資機材類を列記していますが、これらは一度に整備するのではなく、前項までで整理した事項から「最も優先すること」から始め、徐々に積み重ねることで、無理のない計画になります。
2.4.1  地区防災計画に記載すべき事項の例
(1)  平常時（予防対策）
1 防災訓練、避難訓練（情報収集・共有・伝達訓練を含む）
2 活動体制の整備
3 連絡体制の整備
4 防災マップ作成
5 避難路の確認
6 指定緊急避難場所、指定避難所等の確認
7 要配慮者の保護等地域で大切なことの整理
8 食料等の備蓄
9 救助技術の取得
10 防災教育等の普及啓発活動
(2)  災害時（応急対策－発災直前）
1 情報収集・共有・伝達
2 連絡体制の整備
3 状況把握(見回り・住民の所在確認等）
4 防災気象情報の確認
5 避難判断、避難行動等
(3)  災害時（応急対策－発災後）
1 身の安全の確保
2 出火防止、初期消火
3 住民間の助け合い
4 救出及び救助
5 率先避難、避難誘導、避難の支援
6 情報収集・共有・伝達
7 物資の仕分け・炊き出し
8 避難所運営、在宅避難者への支援
(4)  復旧・復興期
1 被災者に対する地域コミュニティ全体での支援
2 行政関係者、学識経験者等が連携し、地域の理解を得て速やかな復旧・復興活動を促進
2.4.2  地区防災計画で立案した対策を実践する組織編制（例）
	№
	班名
	平常時の役割
	災害時の役割

	1
	総務班
	全体調整、要配慮者の把握
	全体調整、被害・避難状況の全体把握

	2
	情報班
	情報の収集・共有・伝達
	情報の収集・共有・伝達（状況把握、報告活動等）

	3
	消火班
	器具点検、防災広報
	初期消火活動

	4
	救出・救護班
	資機材調達・整備
	負傷者等の救出、救護活動

	5
	避難誘導班
	避難路、指定緊急避難場所、指定避難所等の確認
	住民の避難誘導活動

	6
	給食・給水班
	器具点検
	水、食糧等の配分、炊き出し等の燃料確保、給食・給水活動

	7
	連絡調整班
	近隣の他団体との事前調整
	他団体との調整

	8
	物資配分班
	個人備蓄等の啓発活動
	物資配分、物資需要の把握

	9
	清掃班
	ごみ処理対策の検討
	ごみ処理の指示

	10
	衛生班
	仮設トイレの対策検討
	防疫対策、し尿処理

	11
	安全点検班
	危険箇所の巡回・点検
	二次災害軽減のための広報

	12
	防犯・巡回班
	警察との連絡体制の検討
	防犯巡回活動

	13
	応急修繕班
	資機材、技術者との連携検討
	応急修理の支援


2.4.3  地区防災計画で立案した対策の実践に必要な機材類（例）
	№
	目的
	機材類

	1
	情報収集・共有・伝達
	携帯用無線機、MCA無線機、電池メガホン、携帯用ラジオ、腕章、

住宅地図、模造紙、メモ帳、油性マジック　等

	2
	初期消火
	可搬式動力ポンプ、可搬式散水装置、簡易防火水槽、ホース、

スタンドパイプ、格納器具一式、街頭用消火器、防火衣、蔦口、ヘルメット、

水バケツ、防火井戸　等

	3
	水防
	救命ボート、救命胴衣、防水シート、シャベル、ツルハシ、スコップ、ロープ、

かけや、くい、土のう袋、ゴム手袋　等

	4
	救出
	バール、はしご、のこぎり、スコップ、なた、ジャッキ、ペンチ、ハンマー、

ロープ、チェーンソー、エンジンカッター、チェーンブロック、油圧式救援器具、

可搬式ウィンチ、防煙・防塵マスク　等

	5
	救護
	担架、救急箱、テント、毛布、シート、簡易ベッド　等

	6
	指定避難所運営等
	リヤカー、発電機、警報器具、携帯用投光器、標識板、標識、強力ライト、

簡易トイレ、寝袋、組立式シャワー　等

	7
	給食・給水
	炊飯装置、鍋、こんろ、ガスボンベ、給水タンク、緊急用ろ水装置、

飲料用水槽　等

	8
	訓練・防災教育
	模擬消火訓練装置、放送機器、119番訓練用装置、組み立て式水槽、

煙霧機、視聴覚機器(ビデオ・映写機等)、住宅用訓練火災警報器　等

	9
	その他
	簡易機材倉庫、ビニールシート、携帯電話機用充電器、除雪機　等


2.5  設定例
	【対象地区】西栄町2丁目　【対象災害】日向灘地震

	Ⅰ　予防対策

1．日頃の準備　※テンプレート【日向04】1．

1 耐震診断、耐震化にかかるコストの把握と実行（公的助成を含む）。
2 救出・救助訓練の実施。
3 倒壊家屋からの救助資機材の確保と操作訓練。
2．予防対策の必要性　※テンプレート【日向04】1．(1)
1 耐震補強は個人の問題であるが、がれき化した倒壊家屋が道路を塞ぐことの影響が大きいことから、町の協力を得て再度周知徹底を図る。
2 昭和56年以前に建築された家屋については、「既存不適格」である可能性があるので、世帯を特定して補強を促すのではなく、一般的な事項として、町の資料を得ながら、集会等で改めて周知徹底する。
3 救出用機材については町の備蓄状況を確認するにとどめるが、町の備蓄に、操作説明を受けておく必要のある機材が含まれていれば、講習等を開く。
3．予防対策の実施項目　※テンプレート【日向04】の1．(2)
1 耐震化の促進を周知。
2 救出資機材の操作確認。
4．地域防災計画との関係
1 資料編に倒壊家屋による道路閉塞の危険性が高い箇所を明示する。
2 予防編の「防災活動の促進」に西栄町2丁目の訓練方法を加える。


	Ⅱ　応急対策

1．全体的な目標　※テンプレート【日向04】2．
1 住民相互の安否確認、家屋被害の簡易被害点検の実施。
2 安否未確認者の特定と捜索。
3 安否確認結果、家屋被害簡易点検の結果を町災害対策本部に連絡。
2．応急対策の必要性　※テンプレート【日向04】2．(1)
1 二次災害防止の観点から、建物被害の簡易点検はチェックリストとして準備しておくべき。
2 安否未確認者の捜索で全半壊状態の家屋に立ち入ることには危険を伴うため、二次災害防止の観点からも講習を受けておく必要がある。
3．災害応急対策の実施項目 　※テンプレート【日向04】2．(2)
1 建物の簡易点検チェックリストの準備。
2 生き埋め者捜索等の講習会企画。
4．地域防災計画との関係
1 資料編に家屋倒壊による道路閉塞が発生した場合の迂回路を記載する）。
別添1：西栄町2丁目の道路閉塞想定図
2 資料編の記入票様式に安否確認チェックリストを追加する。


	Ⅲ　復旧・復興対策
1．全体的な目標　※テンプレート【日向04】3．
1 生活道路を復旧し、緊急物資の輸送が受けられる経路を確保する。
2 町災害対策本部と連携して、がれき置き場の候補を選定し、災害時の管理方法等を検討する。
2．復旧・復興対策の必要性　※テンプレート【日向04】3．(1)
1 物資の確保は、地震発生後に慌てて対策を考えてもすぐには手が打てないので、町総務課とも相談して、町だけに頼らない準備を考えておかないと、復旧・復興全体が遅れる原因になる。
2 日向灘地震では、物資輸送の迂回路が複数の組合せで確保できる可能性が高いので、町外を含む情報収集が必要。
3 物資の搬送は町災害対策本部だけに頼るのではなく、道路被害の調査に協力できる体制を検討する。
3．復旧・復興対策の実施項目　※テンプレート【日向04】3．(2)
1 物資調達のための準備項目を洗い出す。
2 町の緊急物資輸送ルートと、物資配給方法を確認する。
4．地域防災計画との関係
1 物資が不足した場合の調達方法を明記する。



 3． 南海トラフ地震
3.1  地区の危険を知る（地域防災計画から抜粋）
3.1.1  門川町の被害想定の概要
(1)  建物被害

津波による建物被害は、想定ケース②の場合、町で全壊約2,000棟、半壊約1,000棟である。県内全域では、全壊約19,000棟、半壊約19,000棟と想定されている。

資料編【2.1.2.7】　想定ケース①②冬18時（建物被害）

(2)  人的被害（死傷者数）

建物倒壊による人的被害は、想定ケース②の冬深夜の場合、町では津波による死者約2,800人、負傷者450人、県内全域で死者約24,000人、負傷者5,000人と想定されている。

資料編【2.1.2.8】　想定ケース①②（人的被害　死傷者数）

(3)  人的被害（要救助者数）

津波による要救助者は、想定ケース②の冬深夜の場合、町では約250人、県内全域で11,000人と想定されている。

資料編【2.1.2.9】　想定ケース①②（人的被害　要救助者数）

(4)  ライフライン被害（上水道）

断水率は想定ケース②の場合、被害直後の町では給水人口約18,000人、断水人口は約18,000人で断水率はほぼ100パーセント、県内全域で給水人口約1,094,000人、断水人口1,058,000人、断水率は97パーセントとなり、被災1ヶ月後で町では断水人口は約8,100人で断水率は44パーセント、県内全域で断水人口240,000人、断水率は22パーセントと想定されている。

資料編【2.1.2.10】想定ケース①②（ライフライン被害　上水道）

(5)  ライフライン被害（電力）

機能支障率は想定ケース②の場合、被害直後の町では電灯軒数約8,700軒、停電軒数は約8,500軒で停電率は97パーセント、県内全域で電灯軒数約590,000軒、停電軒数約541,000軒、機能支障率は92パーセントとなり、被災1ヶ月後で町では停電軒数は約3,000軒で停電率は35パーセント、県内全域で停電軒数43,000軒、停電率は7パーセントと想定されている。

資料編【2.1.2.11】想定ケース①②（ライフライン被害　電力）

(6)  ライフライン被害（通信）

1 固定電話

不通回線率は想定ケース②の場合、被害直後の町では回線数約5,100回線、不通回線数は約5,000回線で不通回線率は98パーセント、県内全域で回線数約372,000回線、不通回線数約343,000回線、不通回線率は92パーセントとなり、被災1ヶ月後で町では不通回線数は約1,700回線で不通回線率は33パーセント、県内全域で不通回線数18,000回線、不通回線率は5パーセントと想定されている。

2 携帯電話

不通ランクは想定ケース②の場合、被害直後の町では停波基地局率14パーセントで不通ランクはA、県内全域で停波基地局率は13パーセントで不通ランクはAとなり、被災1週間後で町では停波基地局率49パーセントで不通ランクはA、県内全域で停波基地局率は21パーセントで不通ランク外と想定されている。

資料編【2.1.2.12】想定ケース①②（ライフライン被害　通信）

(7)  交通施設被害

道路の津波浸水被害（箇所）は想定ケース①の場合、町では約40箇所、県内全域で約320箇所と想定されている。

漁港の被害は想定ケース①の場合、門川漁港で岸壁の被害として6箇所、その他係留施設の被害として10箇所が想定されている。

資料編【2.1.2.13】　想定ケース①②（交通施設被害）

(8)  生活への影響（避難者）

避難者の数は想定ケース①の場合、被災1日後の町では避難者数約11,000人でそのうち、避難所に約7,400人、避難所外に約3,800人、県内全域では避難者数約333,000人でその内避難所に約211,000人、避難所外に約122,000人と想定されている、被災1ヶ月後で町では避難者数約11,000人のうち、避難所に約3,300人、避難所外に約7,600人、県内全域では避難者数約383,000人でその内避難所に約115,000人、避難所外に約268,000人と想定されている。

資料編【2.1.2.14】　想定ケース①②（生活への影響　避難者）

(9)  生活への影響（帰宅困難者）

帰宅困難者の数は想定ケース①②共に、町では就業者・通学者数が約5,900人で帰宅困難者が約650人、県内全域では就業者・通学者数が約479,000人で帰宅困難者が約45,000人と想定されている。

資料編【2.1.2.15】想定ケース①②（生活への影響　帰宅困難者）

(10)  生活への影響（物資需要量）

必要とする物資の需要量は想定ケース①の場合、被災1日後の町では食糧約26,000食、飲料水約54,000リットル、毛布16,000枚、県内全域では食糧約760,000食、飲料水約2,783,000リットル、毛布371,000枚と想定されている。被災1ヶ月後の町では食糧約12,000食、飲料水約34,000リットル、毛布7,500枚、県内全域では食糧約414,000食、飲料水約748,000リットル、毛布177,000枚と想定されている。

資料編【2.1.2.16】想定ケース①②（生活への影響　物資需要量）

(11)  生活への影響（医療機能）

医療需要は想定ケース①の場合、町では要入院約840人、要外来約410人、県内全域では要入院約20,000人、要外来約12,000人と想定されている。

資料編【2.1.2.17】想定ケース①②（生活への影響　医療機能）

(12)  災害廃棄物等

災害廃棄物等は想定ケース①の場合、町では災害廃棄物が約40トン、津波堆積物が約20～40トンと想定されている。県内全域では災害廃棄物が約750トン、津波堆積物が約390～830トンと想定されている。

資料編【2.1.2.18】想定ケース①②（産業廃棄物等）

(13)  その他の被害（要配慮者）

要配慮者の避難者の数は想定ケース①の場合、被災1日後の町では避難者数約2,400人でその内、避難所に約1,600人、避難所外に約830人、県内全域では避難者数約73,000人でその内避難所に約47,000人、避難所外に約27,000人となり、被災1ヶ月後で町では約2,400人でその内、避難所に約720人、避難所外に約1,700人、県内全域では避難者数約84,000人でその内避難所に約25,000人、避難所外に約59,000人と想定されている。

資料編【2.1.2.19】　想定ケース①②（その他の被害　要配慮者）

(14)  その他の被害（要配慮者の内訳）

要配慮者の内訳は想定ケース①の場合、町では65歳以上の単身高齢者約380人、身体障害者約510人、県内全域では65歳以上の単身高齢者約12,000人、身体障害者約13,000人と想定されている。

資料編【2.1.2.20】　想定ケース①②（その他の被害　要配慮者1週間後の避難所避難者に占める）

(15)  その他の被害（孤立集落）

孤立集落は想定ケース①の場合、町では農業集落1箇所、総数2箇所、県内全域では農業集落34箇所、総数575箇所と想定されている。

資料編【2.1.2.21】　想定ケース①②（その他の被害　孤立集落）

3.1.2  地区の危険範囲
【テンプレート01】南海トラフ地震　※記載例
	危険範囲（住所等）
	危険の種別
	範囲内の主な施設
	想定される被害

	1
	庵川西6丁目一帯
地図参照
	津波浸水
	総合福祉センター
	1 全域に渡って2m以上の浸水区域となる。
2 3m以上の浸水区域は全体の40%に及ぶ

	2
	
	
	
	


3.2  今、災害が発生した場合の被害予測と対策を考える
3.2.1  被害予測と減災目標
【テンプレート02】南海トラフ地震　※記載例
	№
	被害予測
	対策（減災目標）

	1
	1 全域に渡って2m以上の浸水区域となる。
2 3m以上の浸水区域は全体の40%に及ぶ
3 大量の災害がれきが出る
	1 地域全員の避難誘導。死者ゼロ
2 高齢者世帯にかけつけ、避難誘導
3 津波から3日間で、最低でも人が通れる道路を地区全体で確保する。


3.2.2  減災目標に向けた対策
【テンプレート03】南海トラフ地震　※記載例
	№
	減災目標に対する対策
	対策実行上の課題

	1
	日頃の準備
	1 緊急避難場所と避難路の整備及び維持メンテナンス
2 避難訓練の実施
3 要配慮者世帯の名簿整備
4 世帯別に避難場所を決めておく
	1 避難路の一部が狭隘なため拡幅工事が必要
2 スロープの一部が急で手すりがない
3 訓練に参加しない世帯がある
4 名簿の更新が遅れている

	2
	災害時の行動
	1 緊急避難場所までの避難と、避難後の点呼
2 安否未確認者の特定と捜索
3 安否確認結果、未確認者リストを町災害対策本部に連絡
	1 夜間に地震が発生した場合の避難時間に不安がある
2 街灯がなく、夜の移動に危険を伴う箇所がある
3 点呼を取るリーダー的な人がいない
4 行方不明者の捜索に必要な機材類が揃っていない

	3
	復旧・復興期の活動
	1 津波警報の解除後、生活道路を確保し、緊急物資の輸送が受けられる道路を確保する
2 町災害対策本部と連携して、道路確保の優先を決定し、道路啓開の手順を決める
	1 津波がれきや漂流物の置場がない
2 がれき撤去のための車両や資機材類が不足している
3 町との担当分けが明確でない


3.3  対策の優先を考え、実践計画を立てる
【テンプレート04】南海トラフ地震　※記載例
	№
	対策（減災目標）
	検討項目

	1
	日頃の準備
1 緊急避難場所と避難路の整備及び維持メンテナンス
2 避難訓練の実施
3 要配慮者世帯の名簿整備
4 世帯別に避難場所を決めておく
	(1)  影響の大きさ
1 避難路の整備は避難行動の根本的な問題であって、喫緊を要するが、暫定的な措置として簡易の補強をする。
2 避難訓練は実施機会と参加者が少ないので、全世帯が必ず参加する方法を至急準備する。
(2)  対策の対象範囲
1 避難路の簡易補強。
2 全世帯参加型の避難訓練。
(3)  対策の実践に要する期間
1 平成27年度中に実施し、簡易補強によって避難路の安全がどの程度確保されるかを避難訓練によって確認する。


	
	
	(4)  実践計画（考え方）

1 27年度中はやれることから実施し、住民の意識啓発を図ることを主目的とする。
2 27年度の結果を持って、28年度以降の計画を立てる。


	2
	災害時の行動
1 緊急避難場所までの避難と、避難後の点呼
2 安否未確認者の特定と捜索
3 安否確認結果、未確認者リストを町災害対策本部に連絡
	(5)  影響の大きさ
1 地震発生時の行動に迷いのある住民が多いと考えられるので、緊急避難場所と点呼の方法は、集会を通じてすぐに知らせる必要がある。
2 安否確認の名簿は自治公民館名簿で大丈夫かをすぐに確認する。転入・転出等があった場合の更新が行われていないケースが懸念される。
(6)  対策の対象範囲
1 避難路と緊急避難場所の周知。
2 自治公民館名簿のチェック。
(7)  対策の実践に要する期間
1 平成27年度中に実施。
2 安否確認の集約方法は、すぐには決まらないので28年度以降の継続課題とする。
3 町災害対策本部への連絡は、町の情報収集体制が分からないので28年度以降の継続課題とする。


	
	
	(8)  実践計画（考え方）

1 27年度中はやれることから実施し、住民の意識啓発を図ることを主目的とする。
2 27年度の結果を持って、28年度以降の計画を立てる。


	3
	復旧・復興期の活動
1 津波警報の解除後、生活道路を確保し、緊急物資の輸送が受けられる道路を確保する
2 町災害対策本部と連携して、道路確保の優先を決定し、道路啓開の手順を決める
	(9)  影響の大きさ
1 物資の確保は、地震発生後に慌てて対策を考えてもすぐには手が打てないので、町総務課とも相談して、町だけに頼らない準備を考えておかないと、復旧・復興全体が遅れる原因になる。
2 南海トラフ地震が発生した場合の緊急輸送は、どのようなルートで行われ、自治公民館の単位に入手できる流れを確認しておかないと、せっかく近くまで届いた物資を受け取れなくなる（東日本大震災ではそういうケースが多発した
3 物資の搬送は町災害対策本部だけに頼るのではなく、実行可能な作業があれば協力する体制を作る。
(10)  対策の対象範囲
1 物資調達のための準備項目を洗い出す。
2 町の緊急物資輸送ルートと、物資配給方法を確認する。
(11)  対策の実践に要する期間
1 平成27年度中に実施。
2 町の緊急物資輸送に協力する体制は、すぐには決まらないので28年度以降の継続課題とする。


	
	
	(12)  実践計画（考え方）

1 27年度中は情報収集のみ行う。
2 27年度の結果を持って、28年度以降の計画を立てる。



3.4  考えた対策を地区防災計画にまとめる
地区防災計画は段階的に整備していきます。次項以降で地区防災計画に記載すべき事項、地区防災計画で立案した対策を実践する組織体制及び必要な資機材類を列記していますが、これらは一度に整備するのではなく、前項までで整理した事項から「最も優先すること」から始め、徐々に積み重ねることで、無理のない計画になります。
3.4.1  地区防災計画に記載すべき事項の例
(1)  平常時（予防対策）
1 防災訓練、避難訓練（情報収集・共有・伝達訓練を含む）
2 活動体制の整備
3 連絡体制の整備
4 防災マップ作成
5 避難路の確認
6 指定緊急避難場所、指定避難所等の確認
7 要配慮者の保護等地域で大切なことの整理
8 食料等の備蓄
9 救助技術の取得
10 防災教育等の普及啓発活動
(2)  災害時（応急対策）
1 身の安全の確保
2 出火防止、初期消火
3 住民間の助け合い
4 救出及び救助
5 率先避難、避難誘導、避難の支援
6 情報収集・共有・伝達
7 物資の仕分け・炊き出し
8 避難所運営、在宅避難者への支援
(3)  復旧・復興期
1 被災者に対する地域コミュニティ全体での支援
2 行政関係者、学識経験者等が連携し、地域の理解を得て速やかな復旧・復興活動を促進
3.4.2  地区防災計画で立案した対策を実践する組織編制（例）
	№
	班名
	平常時の役割
	災害時の役割

	1
	総務班
	全体調整、要配慮者の把握
	全体調整、被害・避難状況の全体把握

	2
	情報班
	情報の収集・共有・伝達
	情報の収集・共有・伝達（状況把握、報告活動等）

	3
	消火班
	器具点検、防災広報
	初期消火活動

	4
	救出・救護班
	資機材調達・整備
	負傷者等の救出、救護活動

	5
	避難誘導班
	避難路、指定緊急避難場所、指定避難所等の確認
	住民の避難誘導活動

	6
	給食・給水班
	器具点検
	水、食糧等の配分、炊き出し等の燃料確保、給食・給水活動

	7
	連絡調整班
	近隣の他団体との事前調整
	他団体との調整

	8
	物資配分班
	個人備蓄等の啓発活動
	物資配分、物資需要の把握

	9
	清掃班
	ごみ処理対策の検討
	ごみ処理の指示

	10
	衛生班
	仮設トイレの対策検討
	防疫対策、し尿処理

	11
	安全点検班
	危険箇所の巡回・点検
	二次災害軽減のための広報

	12
	防犯・巡回班
	警察との連絡体制の検討
	防犯巡回活動

	13
	応急修繕班
	資機材、技術者との連携検討
	応急修理の支援


3.4.3  地区防災計画で立案した対策の実践に必要な機材類（例）
	№
	目的
	機材類

	1
	情報収集・共有・伝達
	携帯用無線機、MCA無線機、電池メガホン、携帯用ラジオ、腕章、

住宅地図、模造紙、メモ帳、油性マジック　等

	2
	水防
	救命ボート、救命胴衣、防水シート、シャベル、ツルハシ、スコップ、ロープ、

かけや、くい、土のう袋、ゴム手袋　等

	3
	救出
	バール、はしご、のこぎり、スコップ、なた、ジャッキ、ペンチ、ハンマー、

ロープ、チェーンソー、エンジンカッター、チェーンブロック、油圧式救援器具、

可搬式ウィンチ、防煙・防塵マスク　等

	4
	救護
	担架、救急箱、テント、毛布、シート、簡易ベット　等

	5
	指定避難所運営等
	リヤカー、発電機、警報器具、携帯用投光器、標識板、標識、強力ライト、

簡易トイレ、寝袋、組立式シャワー　等

	6
	給食・給水
	炊飯装置、鍋、こんろ、ガスボンベ、給水タンク、緊急用ろ水装置、

飲料用水槽　等

	7
	訓練・防災教育
	模擬消火訓練装置、放送機器、119番訓練用装置、組み立て式水槽、

煙霧機、視聴覚機器(ビデオ・映写機等)、住宅用訓練火災警報器　等

	8
	その他
	簡易機材倉庫、ビニールシート、携帯電話機用充電器、除雪機　等


3.5  設定例
	【対象地区】庵川西　【対象災害】南海トラフ地震

	Ⅰ　予防対策

1．日頃の準備　※テンプレート【南海04】1．

1 緊急避難場所と避難路の整備及び維持メンテナンス。

2 避難訓練の実施。
3 要配慮者世帯の名簿整備。
4 世帯別に避難場所を決めておく。
2．予防対策の必要性　※テンプレート【南海04】1．(1)
1 避難路の整備は避難行動の根本的な問題であって、喫緊を要するが、暫定的な措置として簡易の補強をする。
2 避難訓練は実施機会と参加者が少ないので、全世帯が必ず参加する方法を至急準備する。
3．予防対策の実施項目　※テンプレート【南海04】の1．(2)
1 避難路の簡易補強。
2 全世帯参加型の避難訓練。
4．地域防災計画との関係
3 資料編に避難路上の危険箇所を明示。
4 予防対策の「防災活動の促進」に庵川西地区の訓練方法を加える。


	Ⅱ　応急対策

1．全体的な目標　※テンプレート【南海04】2．
1 緊急避難場所までの避難と、避難後の点呼。
2 安否未確認者の特定と捜索。
3 安否確認結果、未確認者リストを町災害対策本部に連絡。
2．応急対策の必要性　※テンプレート【南海04】2．(1)
1 地震発生時の行動に迷いのある住民が多いと考えられるので、緊急避難場所と点呼の方法は、集会を通じてすぐに知らせる必要がある。
2 安否確認の名簿は自治公民館名簿で大丈夫かをすぐに確認する。転入・転出等があった場合の更新が行われていないケースが懸念される。
3．災害応急対策の実施項目 　※テンプレート【南海04】2．(2)
1 避難路と緊急避難場所の周知。
2 自治公民館名簿のチェック。
4．地域防災計画との関係
3 資料編に津波浸水地域全地区の避難経路と未補強による危険箇所を記載（庵川西地区の津波避難経路図を提供）。
別添1：庵川西地区の津波避難経路図
4 資料編の記入票様式に安否確認チェックリストを追加する。


	Ⅲ　復旧・復興対策
1．全体的な目標　※テンプレート【南海04】3．
1 津波警報の解除後、生活道路を確保し、緊急物資の輸送が受けられる道路を確保する。
2 町災害対策本部と連携して、道路確保の優先を決定し、道路啓開の手順を決める。
2．復旧・復興対策の必要性　※テンプレート【南海04】3．(1)
1 物資の確保は、地震発生後に慌てて対策を考えてもすぐには手が打てないので、町総務課とも相談して、町だけに頼らない準備を考えておかないと、復旧・復興全体が遅れる原因になる。
2 南海トラフ地震が発生した場合の緊急輸送は、どのようなルートで行われ、自治公民館の単位に入手できる流れを確認しておかないと、せっかく近くまで届いた物資を受け取れなくなる（東日本大震災ではそういうケースが多発した）。
3 物資の搬送は町災害対策本部だけに頼るのではなく、実行可能な作業があれば協力する体制を作る。
3．復旧・復興対策の実施項目　※テンプレート【南海04】3．(2)
1 物資調達のための準備項目を洗い出す。
2 町の緊急物資輸送ルートと、物資配給方法を確認する。
4．地域防災計画との関係
1 物資が不足した場合の調達方法を明記する。



 III． 地区防災計画を訓練で検証する
※資料編参照
1． まちあるきと津波避難訓練
2． シェイクアウト訓練
3． 初期消火訓練
4． 避難所運営訓練（さすけなぶる）
5． 避難所運営訓練（HUG）
6． 災害時の「食」と「衛生管理」
地区の危険を知る。





今、災害が発生した場合の被害予測と対策を考える。





◇豪雨災害


◇日向灘地震


◇南海トラフ地震





対策の優先を考え、実践計画を立てる。





考えた対策を地区防災計画にまとめる。





地区防災計画を訓練で検証する。
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